
先週のポイント

先週の市場動向（内外株式）

国内株式 東証33業種別騰落率 外国株式 S&P500業種別騰落率
（上位） 1 空運業 3.7% （上位） 1 不動産 1.8%

2 建設業 3.0% 2 生活必需品 1.5%
3 陸運業 3.0% 3 公益事業 1.3%
4 サービス業 2.9% 4 情報技術 1.3%
5 その他金融業 2.9% 5 素材 0.7%

（下位） 1 鉄鋼 -5.4% （下位） 1 電気通信サービス -4.6%
2 保険業 -2.1% 2 金融 -0.9%
3 鉱業 -2.0% 3 ヘルスケア -0.7%
4 石油･石炭製品 -1.7% 4 一般消費財・サービス -0.6%
5 銀行業 -0.8% 5 資本財・サービス -0.1%

(出所)Bloomberg (出所)Bloomberg

特別勘定運用部
2017年10月16日

新聞各紙の衆議院選挙事前調査で与党安定多数との結果が報道され、日本株は海外勢の買い主導で大幅上昇し、日経平均は21年ぶりの
高値をつけた。米国株価も好業績期待から高値圏で堅調に推移した一方、注目された米9月消費者物価が予想を下回ったことで利上げの持
続性への不透明感が強まり、週末には米国金利が低下、為替は円高に進み112円を割る動きとなった。

上昇 上昇
・日経平均は1996年11月以来、
約21年ぶりに21,000円の大台
に乗せた。史上最高値の更新
が続く米国株や北朝鮮情勢の
落ち着きなど良好な外部環境も
追い風となった。
・国内企業の4～9月期決算に
対する期待感の高まりに伴い、
市場では日本株の先高観が強
まっている。

(米国)高値警戒感や企業決算
シーズンを前に、小動きな展
開。ややハト派的なFOMC議事
録を好感し、株価は週間で上
昇。NYダウは最高値更新。
(中国)国家統計局やIMFによる
経済の安定成長見通し、共産
党大会を控えた政策期待が地
合いを支え、上海総合指数は
年初来高値を更新。

日経平均株価 ＮＹダウ

ユーロストックス 上海総合
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日経平均
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上海総合

2017年3月末 9月30日 10月6日 10月13日
（年度始～）

2017年3月末比
（前月末～）
9月30日比

（前週末～）
10月6日比

日経平均株価（円） 18,909 20,356 20,690 21,155 11.9% 3.9% 2.2%

TOPIX（ポイント） 1,512 1,674 1,687 1,708 13.0% 2.0% 1.3%

NYダウ（ドル） 20,663 22,405 22,773 22,871 10.7% 2.1% 0.4%

S&P 500（ポイント） 2,362 2,519 2,549 2,553 8.1% 1.3% 0.2%

ナスダック総合指数（ポイント） 5,911 6,495 6,590 6,605 11.7% 1.7% 0.2%

ユーロストックス（ポイント） 373 388 389 391 4.6% 0.5% 0.3%

上海総合指数（ポイント） 3,222 3,348 3,348 3,390 5.2% 1.2% 1.2%

円／ドル（円） 111.39 112.51 112.65 111.82 0.4% -0.6% -0.7%

円／ユーロ（円） 118.67 132.92 132.16 132.21 11.4% -0.5% 0.0%

ドル／ユーロ（ドル） 1.0654 1.1814 1.1732 1.1823 11.0% 0.1% 0.8%

ＷＴＩ 原油先物（ドル/バレル） 50.60 51.67 49.29 51.45 1.7% -0.4% 4.4%

*金利は変化幅

日本10年国債（％） 0.07 0.07 0.06 0.06 -0.01 0.00 0.01

米国10年国債（％） 2.39 2.33 2.36 2.27 -0.11 -0.06 -0.09

ドイツ10年国債（％） 0.33 0.46 0.46 0.40 0.08 -0.06 -0.06

イタリア10年国債（％） 2.32 2.11 2.15 2.08 -0.23 -0.03 -0.06

スペイン10年国債（％） 1.67 1.60 1.71 1.61 -0.06 0.01 -0.10
*市場が休日の場合は前営業日の数値を記載しています。 (出所)Bloomberg
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先週の市場動向（内外金利、為替、経済指標）

国内金利

米国金利

為替

為替

2ヶ月連続で、大幅に増加 拡大モメンタム持ち直し

　

※ 現時点での市場見通しを示したものであり、当社の投資方針と必ずしも整合するとは限りません。

※ 本資料は当社が情報提供を目的に作成したものであり、保険募集を目的とするものではありません。

※ データの一部は当社が信用できると判断した情報源より作成しておりますが、正確性・完全性について当社が保証するものではありません。 お問い合わせ先：特別勘定運用部
※ 最終ページのご連絡事項についてよくお読み下さい。

週を通じて動意に乏しい展開。国内株式が堅調な動きとなる中で小
幅に金利が上昇する場面もあったが、30年債入札なども無難に通
過し、金利は狭いレンジでの推移が続いた。

ほぼ横這い

今後の見通し

株価はしばらく高値圏で堅調に推移か
・日本では週末に衆議院選挙を控えるが、与党優勢の選挙戦を市場が好感する展開
が続いている。選挙後に予定される中間決算発表に向けては、堅調な経済を背景に
多くの企業が業績見通しを上方修正するとの期待感が強い。
・米国でも企業の増益基調継続に変化は見られない。過去１年間押し目らしい押し目
もなく上昇を続けたことで高値警戒感もくすぶるが、不安材料が少ない中では底堅い
動きが続くだろう。
・市場への直接的な影響は限定的だろうが、中国の共産党大会、日米経済対話、トラ
ンプ大統領による次期FRB議長指名の動向などには注目したい。

 TEL 050－3780－1007

金利低下
週初、北朝鮮情勢などを受けたリスク回避の動きから金利は低下。
公表されたFOMC議事録については債券市場の反応は限定的。週
末、消費者物価指数が市場予想を下回ったことから、金利は一時
2.27％台まで低下した。

円高ドル安
北朝鮮情勢に対する警戒感の高まりなどから、一時112円を割る水
準まで円高ドル安が進んだが、その後は112円台前半を中心に小
動き。週末、米消費者物価指数が市場予想を下回ったことから、
111円台後半まで円高ドル安が進んだ。

日米10年国債金利

日本 8月機械受注

米9月FOMC議事録とその後の物価動向

米国 9月小売売上高
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(出所)Bloomberg※ 判定は、事前予想よりポジティブであれば ○ 。
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日付 国 イベント 予測値
10/18 中 共産党第19回全国代表大会 -

米 9月 住宅着工件数 117.5万戸
10/19 日 9月 貿易収支（億円） 5,568

中 7-9月期 GDP（前年比） 6.8%
9月 小売売上高（前年比） 10.2%
9月 鉱工業生産（前年比） 6.5%

10/20 米 9月 中古住宅販売件数（百万件） 5.30
イエレンFRB議長講演 -

10/22 日 衆議院選挙投開票 -

今週の注目イベントなど

日本 経済指標 期間 予測 実績 判定
10/10 景気ｳｫｯﾁｬｰ調査 現状(季調済) 9月 50.2 51.3 ○
10/10 景気ｳｫｯﾁｬｰ調査 先行き(季調済) 9月 50.5 51.0 ○
10/11 機械受注(船電除く民需/前月比) 8月 +1.0% +3.4% ○

米国 経済指標 期間 予測 実績 判定
10/12 新規失業保険申請件数 10月7日 25.0万件 24.3万件 ○
10/13 消費者物価指数(前月比) 9月 +0.6% +0.5% ×
10/13 小売売上高速報(前月比) 9月 +1.7% +1.6% ×
10/13 ﾐｼｶﾞﾝ大学消費者信頼感指数（速報値） 10月 95.0 101.1 ○

中国 経済指標 期間 予測 実績 判定
10/13 貿易収支 9月 380億ドル 284.7億ドル ×

9月19～20日のFOMC議事要旨

• ハリケーンの影響は第3四半期の成長率を押し下げるが、第4四半

期は復興需要が見込めるため、一時的な影響にとどまる。

• 最近の低インフレについて、多くの参加者は労働市場のタイト化が

インフレ率上昇につながると判断。

• 一方、数名の参加者は低インフレが長期的傾向である可能性を指

摘。背景に競争や技術進歩などをあげている。

FOMC参加メンバーの最近の講演要旨

 イエレン議長 ： 最近の平均時給の上昇には勇気付けられる。イ

ンフレは来年に上昇すると予想。

 カプラン･ダラス連銀総裁 ： 金融緩和の解除は忍耐強く段階的に

行うべき。先行きも米国経済が腰折れしないと予想。

 エバンス・シカゴ連銀総裁 ： インフレが高まらない可能性にやや

ナーバスになっている。次の一手（追加利上げ）はあまり建設的で

はないかもしれない。

■物価指数の動向
・10/13発表のコアCPIは+1.7％で、5か月連続で伸び率横ばい。
・10/6発表の雇用統計では、賃金上昇率が前年比+2.9％に加速。

前月分も上方修正。
・FRBが重要視するPCEデフレータは次回10月30日発表予定。
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予想 実績
機械受注（船電除く民需/前年比） 0.7％ 4.4％
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